
 京都市市税条例施行細則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成２５年１２月２７日 

京都市長 門 川 大 作   

京都市規則第   号 

   京都市市税条例施行細則の一部を改正する規則 

京都市市税条例施行細則の一部を次のように改正する。 

第４条第２項第３号を次のように改める。 

  電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律第３条

第１項に規定する署名用電子証明書 

第４条の４第４号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律（」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（」に改め，「附則第４条第１項に規定す

る支援給付」の右に「又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第１０６号。以下この号において

「改正法」という。）附則第２条第１項若しくは第２項の規定によりなお従前の例による

こととされた同法による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律第１４条第１項に規定する支援給付若しくは改正法附則第２条

第３項に規定する支援給付」を加える。 

 附則第１６項中「附則第４４条の２第３項」を「附則第４４条の２第４項（同条第５項

の規定により適用される場合を含む。）」に，「第３６条」を「第３５条第１項」に改め，

「第１１条の６第１項」の右に「（同条第２項の規定により適用される場合を含む。）」を

加える。 

 様式第４号中「（当該期間のうち平成１２年１月１日」を「）の割合（平成２６年１月

１日」に，「前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法第１５条第１項第１号

の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合」

を「特例基準割合」に，「当該商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した

割合））の割合」を「年１４．６パーセントの割合にあってはその年における特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した割合，年７．３パーセントの割合にあってはそ

の年における特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パーセントの割合））」に改め，同

１４３



様式に注として次のように加える。 

注 「特例基準割合」とは，各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいいます。 

 様式第４号の２ ５備考以外の部分中「（当該期間のうち平成１２年１月１日」を「）

の割合（平成２６年１月１日」に，「前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行

法第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセン

トの割合を加算した割合」を「特例基準割合」に，「当該商業手形の基準割引率に年４パ

ーセントの割合を加算した割合））の割合」を「年１４．６パーセントの割合にあっては

その年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合，年７．３パー

セントの割合にあってはその年における特例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パー

セントの割合））」に改め，同様式に注として次のように加える。 

注 「特例基準割合」とは，各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいいます。 

 様式第３１号注及び備考以外の部分中「（当該期間のうち平成１２年１月１日」を「）

の割合（平成２６年１月１日」に，「前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行

法第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセン

トの割合を加算した割合」を「特例基準割合」に，「当該商業手形の基準割引率に年４パ

ーセントの割合を加算した割合））の割合」を「年１４．６パーセントの割合にあっては

その年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合，年７．３パー

セントの割合にあってはその年における特例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パー

セントの割合））」に改め，同様式注に次のように加える。 

 ４ 「特例基準割合」とは，各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により

告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいいます。 

 様式第４６号備考以外の部分中「（当該期間のうち平成１２年１月１日」を「）の割合

（平成２６年１月１日」に，「前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法第１

５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割

合を加算した割合」を「特例基準割合」に，「当該商業手形の基準割引率に年４パーセン

トの割合を加算した割合））の割合」を「年１４．６パーセントの割合にあってはその年



における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合，年７．３パーセント

の割合にあってはその年における特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パーセント

の割合））」に改め，同様式に注として次のように加える。 

注 「特例基準割合」とは，各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいいます。 

 様式第４７号注以外の部分中「含む」を「除く」に改める。 

 様式第４７号の２備考以外の部分中「（当該期間」を「）の割合（平成２６年１月１日

以後の期間については，当該期間」に，「前年の１１月３０日を経過する時における日本

銀行法第１５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パー

セントの割合を加算した割合」を「特例基準割合」に，「当該商業手形の基準割引率に年

４パーセントの割合を加算した割合））の割合」を「年１４．６パーセントの割合にあっ

てはその年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合，年７．３

パーセントの割合にあってはその年における特例基準割合に年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３

パーセントの割合））」に改め，同様式に注として次のように加える。 

注 「特例基準割合」とは，各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいいます。 

様式第５０号備考以外の部分中「（当該期間のうち平成１２年１月１日」を「）の割合

（平成２６年１月１日」に，「前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法第１

５条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割

合を加算した割合」を「特例基準割合」に，「当該商業手形の基準割引率に年４パーセン

トの割合を加算した割合））の割合」を「年１４．６パーセントの割合にあってはその年

における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合，年７．３パーセント

の割合にあってはその年における特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パーセント

の割合））」に改め，同様式に注として次のように加える。 

注 「特例基準割合」とは，各年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいいます。 

附 則 



 この規則は，平成２６年１月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当

該各号に定める日から施行する。 

  第４条の改正規定 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日 

  様式第４７号の改正規定 平成２６年５月１日 

  第４条の４の改正規定 平成２６年１０月１日 

（行財政局税務部税制課） 

 


